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おわりに

はじめに

会計参与制度は、 長年の商法上の諜題であった中小会社の計算 (会計)

の適正を笑現することを目的としてl、平成17年の会社法制定時に創設さ

I 江頭愈治郎 rr会社法ilil]の現代化に|刻する要綱案Jの解説[IJJ商事法務
1721号 (2005年)6真。

(fíU i~; 18) 50-'1. 99 (1929) 



論説

れた。ただし、会計参与制度の創設は、公認会計士と税理士の両団体をめ

ぐる積年の争いに会社法上の終止符を打つ形で、それも、会社法の審議過

程における最終局面で突然提案され、その制度化が実現された。会計参与

の設置は任意で、あって、どのような機関設言「をとった場合も設置が可能で

あるから、会計参与設置会社を選択することには、会計耽査人設置会社以

外の会社にとって、監査役の資格に会計の専門家であることが求められて

いない現行会社法の下で、計算の適正を実現しそれを対外的にアピールで

きる高い効果が期待できるものの、その導入が活発に進んでいるとは寡聞

にして知らない。むしろ、役員の人事維を指名委員会が握ることに対する

経営トップの拒否反応を主な理由として2、指名委員会等設置会社が100杜

税度3にとどまってほとんど利用されていないのと同様に、会計参与制度

もほとんど利用されていないというのが笑態のようである。

l鳴り物入りで創設された会計参与制度は、なぜほとんど利用されない

まま、お蔵入りのような状態になっているのだろうか。本稿では、あら

ためて会計参与制度創設の経緯と制度の目的を確認したうえで、会計参

与制度の利用とその活用をめぐる問題点を検討 し、 中小会社における会

計参与制度の導入のさらなる促進に向けたいくつかの提言を行う。なお、

会計参与は、経理部門に相応の能力を有する使用人が相応の数、配置さ

れているであろう会計監査人設置会社 ・監査役会設置会社に設置される

ことは実際上ない と 考えられるところから、本稿では、 ~Iö大会社であっ

て、会計IEE査人 ・監査役会が設置されていない会社を対象として論述す

る。これ以上厳密に論述の対象となる株式会社の範囲を限定しないが、

中小会社の中でも、実際上、比較的規模の小さい株式会社を考察の対象

2 江頭怒治郎 I株式会社法〔第7版)J(有斐|湖、 2017年)384頁の注 (8)。
3 日本取締役協会が平成29主F8月 1日に公表した資料「指名委員会等設置会社

リス ト(上場企業)Jによれば、わが国上場会社のうち、指名委員会等設置会社

の数は73社である (http://www.jacd.jp/news/gov/jacd_iinkaisecchi.pdf)。非

上場企業を含めても、その社数は100社程度と恩われる。

(部法"18)50-4. 100 (1930) 
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とする4。

第一章会計参与制度の概観

第一節制度導入の経緯

会計参与制度は、会社法制定に際して法制審議会会社法部会が平成15年

10月に公表した「会社法制の現代化に関する要綱試案」にはなかったもの

であるが、平成16年12月に公表された「会社法制の現代化に関する要綱

案」に盛り込まれた制度であるひ。これは、「会社法制の現代化に関する要

綱試案Jの公表後に、日本税理士会連合会から「小会社における計算書類

の適正担保制度Jの提言がなされたことを受けて、 H百平[149年商法改正の際

の公認会計士と税理士との聞のl阪城をめぐる織烈な争いが両団体聞で再燃

することを懸念した法務省事務当局が、 会計参与制度を提案し、両団体と

もこの制度を受け入れて事態の収束が図られたことによる60

昭和49年商法改正の際に問団体の争いが織烈を極めたのは、公認会計士

による監査を会計監査人監査として商法に取り入れることが検討され、監

査対象となる会社の範囲をめぐって、税理士会側から強硬な反対運動が繰

り広げられたことによる。法制審議会商法部会がH百和43年 9月に公表した

4 会計監査人設置会社でもある指名委員会等設置会社に会言1-参与が設鐙される

ことは想定できないところから、指名委員会等設置会社の場合、取締役に代

わって執行役に関しでも記述すべきだが、 本稿では執行役に関する記述は行わ

ない。

なお、本稿では、中小会社を大会社でない株式会社の意味で用いている。た

だし、引用した資料によっては、 I I~"小企業」 と さ れている場合があり、厳密に

いえば、資料の参照や引用に|祭して、 1:1"小会社と中小企業の異同も問われると

ころであるが、引用した資料では、必ず しも I:~'小企業基本法上の中小企業の意

味で 11:1"小企業」 が用いられていない場合もある ところから、両方の厳密な意
味内容の逃いも示さないこととする。

5 江頭 ・前掲j主1・6頁。

6 稲葉戚hJtr会祉法の解明j(商事法務、 2010年)438頁参照。

(龍法'18)50-4. 101 (1931) 
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「株式会社112査制度改正に関する民事局参事官室試案jでは、資本金l億

円以上の株式会社は、計算書J類について会計段査人の監査を受けなければ

ならないことが提案されていた7。これに対して、公認会計士の資格を持

たない税理士を中心として、公認会計士が株式会社の会計実務に関与する

ことによる職域侵害に対して強い危機感を持ったことがその背景である8。

反対運動は収束したものの、 H百和49年商法改正が実現するのに8年もの歳

月を要するとともに9、成立した「株式会社の監査等に関する商法の特例

に関する法律Jでは、監査を受ける会社の資本金が5億円以上に引き上げ

られるとともに、証券取引法(現金融商品取引法)の適用を受けない資本

金10億円未満で5億円以上の会社については、新たな法律が成立し、その

法律で一定の日を定めないかぎり同法は適用されないこととされた100

次に両団体の争いが再燃したのは、平成2年の大小会社区分立法をめぐ

るものであった。昭和61年 5月に法務省民事局参事官室が公表した「商

法・有限会社法改正試案」では、中小会社の計算の適正に関して、 ①計算

書類の登記所における公開と、 ②会計調査人による調査が提案された日。

7 試案「第十一 大会社の特例」の一。 この試案については、商事法務459号

(1968年) 2頁以F参照。
8 上l沼純子「日本的機関構成への決断一一昭和49年の改正、商法特例法の制定J
浜田道代編 rEI本会社立法の歴史的展開J(商事法務研究会、1999年)393頁
-394頁参照。この反対巡w)Jについては、上初11克郎=鴻常夫=竹内昭夫編 『新版
注釈会社法(6 ) J (有斐閣、 1987年)511頁〔河本一郎〕も参照。
9 改正経緯の詳細については、上l王1.前掲注8・369頁-425頁参照。

10 田溢l列「商法改正三法の概説Jj!Ji事法務661号 (1974年)4頁。
11 計tH!}φ類の登記所における公|淵については凶 2a、会計調査人による調査に

ついては凶 4a参照。また、凶 5では、 会副首月査人の調査に代えて、会計専門

家による会社の計算に|刻する指導と、その指導内容と指導の結果等を報告する

制度に関する検討も提案された。

なお、計算書類の公|刻と |刻逃して、前~?:を公開していない会社の債権者がそ

の債権の弁済を受けられなかったことによって損害を受けた場合に、取締役に

対してその損筈の賠償を請求できることが併せて提案されていた (二12a)。

「商法 -有限会社法改正試案Jについては、商事法務1076号 (1986年)11頁以ノ

(1施法 18)50-4， 102 (1932) 
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②は、株式会社で会計監査人の監査を受けないものは、資本金3000万円未

満かっ負債総額3億円未満のものを除いて、会計調査人による調査を受け

なければならないというものであった。会計調査人の資格要件は、公認会

計士、監査法人、会計士補、税理士とされた。この提案の趣旨は、中小会

社の計算の適正化を実現することにあり、 会計調査人の資格要件として税

理士を認めるところから、税理士の]倣J或4広大につながる提案であったと理

解できる。ただし、中小会社に税埋士による簡易監査を認める提案であっ

たところから 12、公認会計士の側からの反発があったこと、また、監査の

具体的手法が詰め切れなかったこともあって、 会計調査人制度は、 実現に

至らなかった130計算書類の登記所における公開についても、同じく実現

には至らなかった。 ~I:I小会社の計算の適正化を図ることは、長年にわたる

商法上の重要な謀題であって、そのこと自体を両団体が否定することはな

かろうが、両団体の職域をめぐる争いを原因として、会計の専門家が中小

会社の計算の適正に関与する仕組みが頓挫したことは誠に残念で、ある。

会計参与制度は、平成2年商法改正の|際に挫折した中小会社計算適正化

構想、が、装いを新たに再登場したものであるとも言われているは。会計参

与制度が両団体の対立を乗り越えて創設に至ったのは、 ①会計参与の権限

が、計算書類の監査ではなく取締役との共同作成であること、 ②会社法上

の機関として位置付けられてこなかった税理士が会社法上の機関となりう

るところから、税理士の社会的地位の向上に資すること、 ②任意設置であ

ること、 ④公認会計士は被監査会社について税理士業務を行うことができ

ないため(公認会計士法24条2項、公認会計士法施行令7条 6項)、税理

、下参照。

12 岸田羽Ufki商法と職業会計人制度」河本一自11ほか編 『防事法の解釈と展望
(一七;jJ)lJ克郎先生還暦記念)J (有斐|羽、1984{lo)337頁。
13 江頭 ・前掲注2・548頁の注 (1)、 江頭 ・前掲注 1. 6真。

14 浜田道代 「会計参与、欧査役、批査役会、会言|li許査人」ジ、ユ リスト 1295号

(2005年)81頁。

(i砲法 18)50-4. 103 (1933) 
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士にとって職域侵害の心配がないこと、 ⑤公認会計士にとっても、会計監

査人設置会社ではない多くの中小会社に職域を広げる効果を伴うこと、 ⑤

税理士が中小会社の計算書類の作成に関与することが多いという現状を追

認するものであること 15、といった点があげられる。

第二節 会計参与の権限と責任

1.会計参与の果たすべき役割

会計参与には、会計監査人設置会社以外の会社において、税理士が選任

されることが想定されており、主に中小会社への導入を念頭に置いた制度

である 160

これは、中小会社の経理部門には、経理部門自体が直接には収益を生ま

ない部門であることもあって、少数の使用人しか配属されておらず、かつ、

配属される使用人の会計に関する知識にも限界があるところから、計算書

類の作成に、顧問税理士が関与するケースが多いという実態を反映したも

のである。顧問税理士が会計参与に就任することもできる17。また、どの

よう な機関設計を選択した場合も、会計参与の設置が任意で可能であるも

のの、会計監査人を設置する会社であれば、会計監査に備えて、財務部

門 ・経理部門には相応の人材が配属され、外部の人材に依存することなく

適正な計算書類を作成することが可能であるはずである。監査役会設置会

社の場合も、同様である。そのため、会計参与の設置は、会計監査人を設

置しない中小会社であって、かっ、監査役会を設置しない比較的規模の小

さい株式会社が想定される。

なお、会計参与は、会計監査人が「外部監査J機関であるのに対して、

15 @について、江頭・前掲注 1・6頁参照。

16 江頭-前掲注1・6頁。

17 税務に関する顧問契約は委任契約であって、その契約の存在によって会計参

与の独立性が害されることはないことがその根拠とされる。相i撃哲=業玉医美

=郡谷大輔 『論点解説新・会社法J(商事法務、 2006年)377頁。

(古1i法 18)50-4. 104 (1934) 
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「内部監査J機関であるといわれている18。この文脈では、 会計の専門家

が取締役と共同で計算書類を作成することによって適正な計算書類が作成

されることを超えて、会社経営の適正化も併せて実現されることが期待さ

れていると考えられる。企業経営の結果は計算書類に結実するから、計算

書類の作成過程において、資産の取得や経費の支出といったさまざまな企

業活動について、その適正性を向上させる効果が期待できるからである。

中小会社は、オーナー経営者の下でワンマン経営に陥っている場合もあろ

うから、第三者たる会計参与が「内部l監査」機関として中小会社の経営に

参画する意義は大きい。

このように、会計参与は、 1:1:1小会社の計算の適正に寄与することにとど

まらず、中小会社のコーポレート・ ガパナンスの向上と改善に向けた役割

を来たすことが期待される 190

2. 会計参与の権限と義務

会計参与の権限は、監査の範囲を会計に関するものに限定した監査役

(会社法389条 l項。以下、「会計限定監査役」という)の権限と類似して

いあ20'，，"， 0 

なお、機関設計に関して、非公開会社かつ非大会社は、「取締役会+監

査役(権限を会計監査に限定する ことも可)Jという機関設計と並んで、

「取締役会+会計参与」 という機関設計も認められる(会社法327条2項。

以下本稿では、会社法は条数のみで引用する)0I会社法制lの現代化に関す

る要綱試案」 では、取締役会を設置すると株主総会の権限が制約されると

ころから、 15t査役等の監査機関の設置が必要であって、監査役の権限を限

18 浜田 ・前掲注14・74頁。

19 森金次郎 (1:1本税理士会連合会会長)I中小会社の会計の適正化」商事法務
1744号 (2005{f-)75頁は、会計参与設置の効巣として、取締役の計.tì~ iM 頒の作

成と株主に対する説明の労力が軽減される結果、取締役が五一千営に専念できる副

次的効果を指摘している。中小会社にとっては、 実務上、有品在な指摘である。

20 浜日 1 . 前払~i主14・74頁。

(丹江j去 18) 50-4. 105 (1935) 
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定することに否定的な考え方がとられた。しかし、中小企業関係者からの

強い主張によって監査役の権限を会計監査に限定することが可能とされた

ところから、会計の専門知識がなく、かっ会計限定監査役の設置が取締役

会設置会社に認められるのならば、「取締役会+会計参与jという機関設

計を認めない理由はないとの均衡論によって、この機関設計が認められた

とされる210 このように、機関設計の選択の観点からも、会計参与は、会

計限定監査役とパラレルに捉えられている。また、会計参与は会計の専門

家であるから、計算の適正を図るとの観点からは、機関設計において「取

締役会+会計限定監査役jよりも、「取締役会+会計参与」の方が会社に

とっては望ましいとみることもできる。以下では、会計参与の権限と義務

について、会計限定監査役の権限と対比しながら述べる。

会計参与の職務は、取締役と共同して計算書類とその附属明細書、臨時

計算書類、連結計算書類を作成することと、会計参与報告を作成すること

の2つである (374条l項)。 ただし、計算書類は、取締役会設置会社の場

合、株主総会の招集通知に際して、株主に提供され (437条、会社計算規

則133条)、定H寺株主総会に提出される (438条)のに対して、会計参与報

告は、株主に提供されることも株主総会に提出されることもない。この点

については、第三章第二節で検討する。

会言|参与には、そのJ[l総務を遂行するため、 ①会計l帳簿の閲覧等請求権

(374条2項)、②子会社調査権 (374条3項)の2つの権限が認められてい

る。これらの権限は、会計参与が取締役と共同して計算書類を適正に作成

する上で、当然に必要となる権限である。取締役の場合、これらの権限は

とくに法定されていないが、 ①については、取締役としての使用人に対す

る指締・命令権に基づいて当然に行使できるものであり、 ②についても、

433条の少数株主権に基づ「いて会計l帳簿の閲覧等請求権を行使すれば、調

21 江頭慾治郎 ii会社法制の現代化に関する要綱案」の解説(Il ) J 商事法務
1722号 (2005年)7頁。

(i)昔話;18) 50-4. 106 (1936) 
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査は可能である。会計参与は、これらの権限が法定されていないとしても、

取締役からの情報提供を受けて、計算書類を取締役と共同して作成するこ

とは可能と考えられるものの、計算の適正を図り、取締役から提供された

情報の真実性を自ら確認するためには、会計参与がこれらを固有の権限と

して保持することに大きな意義がある。なお、会計限定監査役の権限をみ

ると、会計参与と同様に、会計l帳簿の閲覧等請求権 (389条4項)と子会

社調査権 (374条5項)の2つの権限が認められている。

会計参与には、 他にも、 ③計算書類等の作成に関して取締役と意見を異

にする場合の株主総会での意見陳述権 (377条l項)、 ④職務執行に閲する

会社に対する費用等の請求権 (380条)が認められている。会計限定監査

役と対比すると、 ③は会計参与に固有の椛限であり、第三章第一節であら

ためて検討する。①については、会計限定!庇査役についても、同様に認め

られている (388条括弧書)。

次に、 会計参与の義務としては、 ①取締役の不正行為発見時の全株主

(蛇査役設置会社の場合は監査役)への報告義務 (375条 l項)、 ②言「算書

類の承認をする取締役会への出席義務と意見陳述義務 (376条)、①計算書

類等の書類の申請置きと、これらの書類に|期する株主等からの閲覧 ・謄写請

求に応じる義務 (378条)の3つがある。会計限定監査役には、会社法381

条から386条までの規定は適用されないので、会計参与に特有の義務であ

る③を除けば、むしろ会計参与の方に義務規定が多いといえる。

とくに、 ①については、I:IJ小会社のコーポレート・ガパナンスに果たす

機能が大きいと考えられる。ただし、 会計参与には、株主、臨査役と違っ

て、取締役の違法行為差止請求権は認められていない (360条、 385条と対

比)。会計参与から報告を受けた株主 ・耽査役が取締役の違法行為差止請

求権を行使するなど、適切な対応をとることがWJ待されているのであろう。

ただし、会計限定li;主査役と対比すると、 ①の会計参与の報告義務に相当す

るl政査役に閲する382条は会計限定l政査役には適用されないところからす

(llUi上'l8)50-4， 107 (l937) 
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れば、むしろ会計参与に、コーポレート・ガパナンスにおいて果たすべき

会社法上の役割が大きいといえよう。

会計参与の報酬等については、定款または株主総会の決議で定める。会

計参与が2人以上あって定款またはj株主総会の決議がないときは、定款ま

たは株主総会の決議の範囲内で、会計参与の協議によって定める。ただし、

中小会社に会計参与ーが複数置かれることは想定できない。また、会計参与

は、株主総会において会計参与の報酬等について意見を述べることができ

る (以上、 379条)。会計参与の報酬等に関しては、 379条が肢査役に関す

る387条と同様の規定振りとなっているところから、会計限定監査役と違

いはない。

第二章 制度の利用実態と制度をめぐる状況

第一節会計参与制度の利用実態

会計参与設置会社がわが国にどれくらい存在するのかに関する正確な数

は不明で、ある。会計参与設置会社であることは登記事項であり (911条3

項目号)、商業登記はすでにすべて電子化されているから、商業登記を管

jlij~する法務省による実数の把握は十分に可能であると思われるものの、そ

の笑数は公表されていない220そこで、 他の資料をみると、1:1"小企業庁が

平成22年 2月に設置した「中小企業の会計に関する研究会j第6回の配布

資料「会計参与設置会社の企業数〔資料 4J J23によれば、会計参与設置会

社の企業数の積算根拠が次のとおり、示されている。

「個人の税理士・公認会計二|ごが会計参与ーに就任している会社J(資格証

22 賄事法務の 1月1日号に毎年矧載される法務省職員による「商業・法人登記

lIilJI.支をめぐる最近の動向JJにも記載はないし、 法務省のウェブサイト上で検索
しでも、見当たらない。

23 中小企業庁の URL(http://www.chusho.m巴ti.go.jp/kou kai/kenkyukai/kai 

kei/download/l00729HS-4.pdf)治、らl刻rz可。
(f!U法 18)50-4. 108 (1938) 
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明書の発行数24約2300一会計参与にならなかった税理士・公認会計士25

約350一会計参与の任期満了に伴う更新)+ r税理士法人 ・監査法人が
会計参与に就任している会社J=会計参与設置会社の企業数

この資料には、会計参与設置会社の実数は推計値を含めて記載されてい

ないが、平成22年 7月29日開催の同研究会の第 6回議事要旨には、「会計

参与設置会社はせいぜい2000社であり 、会計参与制度が開始してから増え

ておらず、むしろ減っているのではないか気になっている。」との発言が

記録されているお。この発言を踏まえれば、会計参与設置会社は、2000社

程度しか存在しないものと推測される。わが国には、平成27年末時点で株

式会社が特例有限会社を|徐いて175万社存在することを踏まえれば27、会

計参与制度は、ほとんど利用されていないといわざるをえない。

第二節 中小会社の計算の適正をめぐる現状

1.中小会計指針と中小会計要領の制定

中小会社の計算の適正を図ることは、わが国商法上の積年の課題である

とともに、中小企業政策上の課題でもあった。また、適正納税の観点から、

税務当局もこの問題に無関心ではいられない。

ただし、 会計処理に関する具体的な規定は、 会社法および会社計算規則

にはほとんど置かれていない。具体的かつ詳細な規定を置く こと に代えて、

会社法431条は「株式会社の会計は、一般に公正妥当と認められる企業会

24 会計参与制度開始からの延べ数であり、税理士1900)ill、公認会計士416通 (平

成22if三6月30日時点)とされている。

25 税理士資格証明書取得者のうち、 会計参与に就任しなかった者は16.2%とさ

れている。この数値は、日本税理士会連合会「会計参与に関するア ンケー ト結

果報告(平成21年)J (対象者:税理士資格証明書取得者 (n=474))による。
26 第61IT1の議事姿旨については、 中小企業庁のURL(http://www.chusho.me-

ti.go.jp/koukai/kenkyukai/kaikei/100729GY.htm)から閲覧可。

27 坂本三郎「商業・法人主主記制度をめぐる最近の動向J商事法務2122号 (2017
年)35頁。

(自包法 '18) 50-4. 109 (1939) 
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計の慣行に従うものとする。」との包括的な規定を置いている。株式会社

の計算は、会社法および法務省令の個別の規定に従うとともに、規定のな

い事項については「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行Jに拠る

べきことになる。

そこで、「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行Jとは何かが問

題となる。企業会計審議会が公表する「企業会計原則」、企業会計基準委

員会が公表する会計基準がこれに該当することに疑いはないものの、企業

会計審議会が公表する会計基準は、金融商品取引法に基づいて作成される

財務諸表および連結財務諸表が従うべき企業会計の慣行である旨が財務諸

表規則および連結財務諸表規則に規定されている(財務諸表規則 1条l項、

連結財務諸表規則 l条1項)。金融商品取引法の適用を受けない中小会社

が、企業会言1-審議会が公表する会計基準に従うことは、会計処理能力の点

からも現実的で、はない。また、中小会社が従うべき会計基準が何であるか

は、従来、明確ではなかったとされており 28、会計慣行は株式会社の規模、

業種、株主構成などによって複数存在するとも指摘されている290

そこで、会計参与制度の創設に際して、日本公認会計士協会、日本税理

士会連合会、日本商工会議所、企業会計基準委員会は、共同して「中小企

業の会計に関する指針J(以下、「中小会計指針」という)を作成し、平成

17年に公表した300会計の専門家である会計参与が取締役と共同して計算

書類を作成するからには、依拠すべき会計基準が存在しなければ、適正な

計算書類を作成することができない。場合によっては、会計参与が会社に

対する責任を追及される可能性も生じる (423条)から、会計参与にと っ

28 江頭 ・前掲注2・639頁の注 (5)、森 -前縄注19・76頁。

29 相浮哲=岩崎友彦「株式会社の計算等j相i畢哲編著 『立案担当者による新 ・

会社法の解説J(商事法務、2006年)123頁。
30 日本公認会計士協会、日本税理士会迎合会のウェブサイトにて閲覧可能。た

とえば、 http://www.nichizeiren.or.jp/wp-conten tI u ploads/ doc/ c pta/busi ness 

/tyushoushien/indica tor/ chyushoshishin 160202.pdf参照。

(官u法 18)50-4. 110 (1940) 
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て会計基準が策定されたことの意義は大きい。

ところが、中小会計指針の利用は限定的であった31。その理由は、経理II

担当者の人数が少ないこと、経営者および従業員に会計の知識が十分でな

いこと、会計基準の内容が複雑であること、税務会計との読書!Eが拡大して

いること、といったさまざまな点があけ‘られている32。そこで、中小企業

の実態に即した会計のあり方について検討するため、平成22年4月に中小

企業庁に「中小企業の会計に関する研究会」 が設置され、同年9月に中間

報告書:が公表された。中間報告書では、中小企業の会計に関する基本的な

考え方として、 一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行であって、次

のようなものが望ましいとされたお。

①経営者が理解でき、自社の経営状況を適切に把握できる、「経営者に

役立つ会計」

②金融機関や取引先等の信用を控得するために必要かつ十分な情報を提

供する「利害関係者と繋がる会計」

③実務における会計慣行を最大限考慮し、税務との親和性を保つことの

できる、「実務に配慮した会計」

④中小企業に過重な負担を謀さない、中小企業の身の丈に合った、「実

行可能な会計」

31 中小企業庁が平成20年に行なった「会副処理li・財務情報開示に附する9"小企

業経営者の意識アンケート調査」によれば、中小会計指針に完全に準拠してい

る企業は15.9%で、一部準拠している企業を含めても33.6%と、手IJmは限定的
だった (http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/kaikeiI2008/download/08071O

kaik巴i_enquete_houkokusho.pdf)。
なお、調査は平成22年にも行われ、その際の結果は、 1:1"小会計指針に準拠し

ている企業は、 一部準拠を含めて45.1%であり、徐々に浸透していることが貌

える。

32 万代勝信「中小会計要領のililJ定の経総と概袈」税研163号 (2012ilo)27頁。

33 中小企業庁 rr中小企業の会計に関する研究会 中間報告書jの概要J4頁
( http://www.chusho.meti.go.jp/zaim u/kai kei120 1 01 dow nload/100930IR -Gai yo 

pdf)。

Cl1tii去'18)50-4. m (1941) 
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これら 4点は、中小会社にとっての企業会計の慣行が実際に利用でき、

かつ利用しやすいものであるとともに、利用することが有益であるべきと

の視点を示したものである。

また、平成22年3月に日本商工会議所、日本税理士会連合会、日本公認

会計士協会、日本経済団体連合会、企業会計基準委員会により 、「非上場

会社の会計基準に関する懇談会Jが設置され、中小企業の会計に関して検

討が行われ、同年8月に報告書が取りまとめられた。この報告書では、非

上場会社の会計基準の検討に必要とされる基本的な視点として、「経営者

が自社の財産の状況や経営の状況を把握することに役立つことが重要であ

り、経営者にとって理解し易く、作成事務が最小限で対応可能で、あり、簡

素で安定的なものである ことを指向する必要がある」とされた340

これら2つの報告書を受けて、平成23年2月に金融庁 ・中小企業庁を共

同事務局と して 「中小企業の会計に関する検討会」が設置され、新たな中

小企業の会計処理!のあり方が検討された。そして、 同年10月に「中小企業

の会計に|刻する基本要領(笑)Jがとりまとめられ、パフ。リックコメント

の手続を経て、平成24年2月1日に「中小企業の会計に関する基本要領J

(以下、「中小会音|要領」という)が公表された350

2 中小会計指針と中小会計要領の適用範囲と活用状況

以上のように、中小会社の計算の適正を実現する うえで、それぞれの中

小会社に適合する会計基準が雌立されたことの意義は極めて大きい。本稿

では、中小会計指針と中小会計要領の内容には踏み込まないが、両者の適

用範囲はどうか。中小会計指針は、適用範囲外の会社として、 ①金融商品

取引法の適用を受ける会社並びにその子会社及び関連会社、 ②会計監査人

34 万代・ 前:j~ì主32 ・ 28頁。

35 日本公認会計士協会、日本税理士会連合会のウェプサイトにて閲覧可能。た

とえは了、 http://www.nichizeiren.or.jp/wp-contentluploads/doc/cpta/business

/ tyushoushien/in dicator/ ch usyokail句 iyouryou120201.pdf参照。

(百ti法 18)50-4， 112 (1942) 
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を設置する会社(大会社以外で任意で会計監査人を設置する会社を含む)

の2つをあげている360その制定の経緯を踏まえれば、 ①および②を除い

た会計参与設置会社を主たる適用対象としていると考えられる。そして、

中小会計要領も同様に、金融商品取引法の規制の適用を受ける会社および

会社法上の会計監査人設置会社を除く会社を適用対象と している370 ただ

し、 会計参与設置会社は、適用対象外と されていない。中小会計要領の制

定過程では、会計参与設置会社を適用対象外とすることが議論されたが、

会計参与設置会社にはさまざまな会社があること、より簡素化された会計

基準を適用することは会計参与制度の趣旨に反するものではないことから、

除外されないこととされたお。

このように、中小会社である会計参与設置会社は、中小会計指針と中小

会計要領のどちらの会計基準に従っても、「一般に公正妥当と認められる

企業会計の慣行」に従ったことになる。

では、中小会計指針と中小会計要領の活用をめぐる状況はどうか390

中小会計指針に関しては、日本税理士会迎合会が ir中小企業の会計に

閲する指針Jの適用に関するチェ ック リス ト」を作成、公表しており、税

理士がチェックリス トにチェックする形で作成され、このチェ ック リス ト

を活用した金融商品を扱つ金融機関や、信用保証料の軽減を行っている信

用保証協会に提出することが想定されている。中小会計要領に関しでも同

様に、1:1本税理士会迎合会と全国信用保証協会迎合会が ir中小企業の会

計に関する基本要領jの適用に関するチェックリス トJ40を作成、公表 し

36 1:1'小会計指針 (平成28年1rJ26日最終改正版) 2頁。

37 "1"小会~ì-I 要領1. 2。
38 大杉謙一「会計参与HJIJ肢と1"1'小会音|要領J税研163号・(2012年)40頁。
39 以下の記述については、紙上微 「金融機関の融資判断等における特別目的の

財務目白表等の利川とllf査人による保首|業務 現状と繰越Jirlil崎直治編著 『中
小企業の会言J-li:志望i'flilJ伎の探求一一特別目的の財務諸表に対する保証業務J(同文
官官、 2017年)73頁-74頁を参考にした。

40 両者のチェック項目は同じで、その迎いは、 1:1本税迎士会迎合会のものは、ノ

(i泊法 18)50-4. 113 (1943) 
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ており、このチェックリストを活用した金融商品を扱う金融機関に提出さ

れることが想定されている。

このように、中小会計指針と中小会計要領の活用に向けた具体的な動き

が進んでいる。

第三節経営者保証をめぐる現状

1.金融実務と平成16年の民法改正

中小会社が金融機関から融資を受ける|努に、担保の有無にかかわらず、

金融機関が支配株主でもある経営者の連帯保証を根保証の形で求めること

が多いことは周知の事実である。

中小会社は、所有と経営が一致しているケースが大半である。本来、 株

式会社の株主は有限責任を負うにすぎないにもかかわらず、中小会社の支

配株主である経営者は、金融機関からの仙-入れに際して連帯保証を求めら

れることによって、実質的に株主有限責任原則を否定されているのが現状

である。中小会社の経営が破綻すれば、経営者は保証債務の履行によって

破産を余儀なくされることもある。会社の倒産を契機として、会社法429

条に基づいて、第三者から責任を追及されることもあろう。手形の不渡り

によって会社が倒産した場合は、取引停止処分が銀行協会から謀され、そ

の事実が加盟銀行に通知されるから、中小会社の経営者は、場合によって

は自身も破産し、再起不能の状態に陥る。

このような状態が恒常化した迎由のーっとして、中小会社の計算の不透

明性がある。中小会社の計算の適正が担保されていれば、金融機関は、計

算書類等の資料に基づいて与信判断を行うことができ、信用状態が良好と

判定した会社に対して無担保 ・1!!r，保証での融資を笑行することもできょう。

、チェック リストの作成名義人が税理士 ・税理士法人であるのに対して、全国信

用保証協会述合会のものは、その作成名義人が税理士・税理~士法人、公認会計

士 ・ 監査法人とされる点である 。 橋上・前払~ì主39 ・ 73頁-74頁参照。

(龍法 18)50-4. 114 (1944) 
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しかし、現状は、金融機関が中小会社の計算書類を分析する ことによって

適切な与信判断が行う ことが十分にできないことが多いから こそ'11、会社

の信用力のネili完の意味で、経営者である支配株主に会社債務に対する連帯

保証を求めるのである。経営者の連術保証を求めるこ とによって、経営者

の会社経営に対する規律付けを行う意味もある420

自由競争を徹底すれば、会社の整理淘汰は避けられない。倒産はあって

はならないことではなく 、通常起こり得るものとなる。そうであるなら、

経済社会の活性化を図るためにも、企業家精神にあふれた経営者の再起が

しやすい社会を目指す必要がある 。 平成 16il~の民法改正に よ って制定され

た民法465条の 2以下の個人根保証契約に|到する規定は、これを法制度面

から実現することを目的とするものである。平成16年民法改正前の金融機

関からの借入れに閲する経営者保証は、保証の限度を定めず、会社が負担

するすべての債務を保証の対象としてする無期限の包括校保証の形態をと

ることが多かった'130 ~~' /J、会社の主要株主である経営者は、 実質的に会社

債務の人的担保とされていた。

41 r:j:l小会社は、 会主f:に利訴が出れば役員報酬の形で経営者に利益を流出させ、

逆の場合は、役員報酬を減額すると いった対応をとるため、法人と経営者とを

一体とした与信判断をしていると指摘されている。たとえば、中小企業庁が平

成16年11月に公表した「会計処理n・財務情報開示に|却する中小企業経営者の意
識アンケー ト調査結来J(http://www.chllsho.meti.go.jp/zaimll/kaikeiI2004/ 
download/1101_kaikei.pdf) 11頁の「税理11τ|ご・公認会計士へのヒアリングよりJ
参照。

42 小出餓 1':1-'小企業金融における人的保託の機能」黒沼悦自1¥=藤田友敬編 rrx
頭慾治自11先生越暦記念 企業法の理論 (下巻)J (尚司i法務、 2007年)は、 494頁
-497頁で、保証の機能として、 ①債権の保全機能、②{以前|ー人が主債務者で、ある

企業の「質」について仙権字「に情報を与 えるシグナリング機能、①保証人の主

似務者におIするモニタリング機能の 3点を指摘したうえで、 517頁-518頁で、

lこ1:1小企業金融における経営者保証は、 ②①の機能が主にJVJ侍されているとして

いる。

43 筒井健夫 11~百Hì1fJ支の見直しに |見l する 民法の一部改正」ジ、ユ リ ス ト 1283 号

(2005oF) 80]iif。

om法 18)50-4. 115 (19'15) 
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このようなそれまでの金融実務に対して、平成16年改正による民法465

条の2は、包括根保証を認めず、極度額を定めることを求める。次に、民

法465条の 3第 l項は、主たる債務の範囲に金銭の貸渡しまたは手形の割

引を受けることによって負担する債務が含まれる個人根保証契約について、

主たる債務の元本の確定すべき期日を保証契約締結の日から 5年を超えて

定めることができない旨を規定している。そして、民法465条の 4は、個

人根保証契約の元本の確定事由を法定している。また、民法446条2項は、

保証契約の書面化を法定し、書面によられない保証契約は効力を生じない

ものとしている。

上記のような平成16年の民法改正によって、経営者保証は、経営者に

とって保証債務の履行が可能な範囲と期間に制限されることになった。

2. r経営者保証ガイドラインJの概要
平成16年の民法改正は、個人根保証契約に対して民法上、契約自由の原

則に修正を加えて、直接の規制を図るものであったが、個人根保証契約が

どのように利用されるのが適当であるかは、法で規定すべき問題ではない。

そこで、平成25年1月に、中小企業庁と金融庁とが共同で「中小企業にお

ける個人保証等の在り方研究会jを設置し、同年5月に、経営者の個人保

証をめぐる課題の解決策の方向性を示すとともに、その方向性を具体化し

たガイドラインの策定が適当であるとする「中小企業における個人保証等

の在り方研究会報告書J'14が公表された。この報告書を受けて、同年8月

に、行政当局の関与の下で、日本商工会議所と全国銀行協会が共同で「経

営者保証に関するガイドライン研究会」を設置した。そして、同年12月に

「経営者保証に関するガイドラインJ45(以下、本節において「ガイドライ

44 中小企業庁の URL(http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukailkojin-

hosho/2013/130507kojin.htm)から閲覧可能。

45 全国銀行協会連合会の URL(https:!/www.zenginkyo.or.jp/fileadmin/res/ 

news/news251205_l.pdf)から閲rt可能。

(百11法 18)50-4. 116 (1946) 
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ン」という)が公表された。

ガイドラインの適用範囲は、主たる債務者が中小企業で、あって、保証人

が主たる債務者である中小企業の経営者の場合である460 ガイドラインで

は、経営者保証に依存しない融資を一層推進する との観点から、 主たる債

務者が経営者保証を提供することな しに資金調達を希望する場合に、次の

3つの経営状況であることを求めている470

①法人と経営者との関係の明確な区分 ・分離

②財務基盤の強化

③財務状況の正確な把握、適時適切な情報開示等による経営の透明性確

保

①について、ガイドラインでは、「主たる債務者は、法人の業務、経理、

資産所有等に関し、 法人と経営者の関係を明石正に区分 ・分離し、法人と経

営者の問の資金のやりとり(役員報酬・賞与、配当、オーナーへの貸付等

をいう。以下同じ。)を、社会通念上適切な範囲を超えないものとする体

制を整備するなど、適切な運用を図ることを通じて、 i法人個人の一体性の

解消に努める。/また、こうした整備 ・運用の状況について、外部専門家

(公認会計士、税理τ|二等をいう。以下同じ。)による検証を実施し、その結

果を、対象債権者に適切に開示する ことが望ましい。」と説明 している。

金融機関が法人・経営者を一体として信用力を判断するのではな く、法人

としての信用力を適切に判断できる前提条件を整えることの重要性を指摘

するとともに、外部専門家による検証を実施してその結果を開示すること

を推奨している。

②については、「経営者保証を提供しない場合においても事業に必要な

46 ガイドライン 3。なお、ガイド ラインでは、「中小企業」を仁1:1小企業・小規

模事業者等と定義しているにとどまり、それ以上JWi.管に定義を行っていなし、。

47 ガイドライン 4. (1)。以下、個別にヲ1mしないが、 3つの経営状況に関す
る説明に|刻する引用についてもこれを参照。

(JlUI'lミ .18)50-4. 117 (1947) 
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資金を円滑に調達するために、主たる債務者は、財務状況及び経営成績の

改善を通じた返済能力の向上等により信用力を強化する。」と説明してい

る。財務基盤を強化することによ って会社の信用力を強化することの重要

性を指摘している。

③については、「主たる債務者は、資産負債の状況 (経営者のものを含

む)、事業計画や業績見通し及びその進捗状況等に関する対象債権者から

の情報開示の要請に対して、正雌かっ丁寧に信頼性の高い情報を開示・説

明するこ とにより、経営の透明性を確保する。/なお、開示情報の信頼性

の向上の観点から、外部専門家による情報の検証を行い、その検証結果と

合わせた開示が望ましい。」と説明している。正確な情報開示、それも外

部専門家の検証を受けたうえでの開示を推奨するとともに、経営の透明性

を硲保することの重要性を指摘している。

そして、このような対応を確保 ・継続する具体的な手段のーっとして、

会計参与の設置が推奨されるとともに、法人の経理の透明性向上の手段の

ーっと して「中小企業の会計に|刻する基本要領j等に拠った信頼性のある

計算書類の作成があげられている480

また、 金融庁は、担保 ・保証に過度に依存しない融資を推進してお

り49、その手段のーっとして、このガイドラインを活用している。金融庁

が作成した中小の事業者向けパンフレッ ト「円滑な資金供給の促進に向け

てJ50では、ガイドライ ンの活用促進が明記されている。また、金融庁は、

48 小林信I1)'J(経営者保証に関するガイドライン研究会座長)r経営者保証に|期す
るガイドラインの概要」金融2014年2月号17頁。ほかに、取締役会の適切な禁

制機能の発揮、外部を含めたI;E査体flilJの有{I[立等による社内管理!体IliI]の強制11があ

げられている。

49 金融庁「主要行向けの総合的な13t管指針Jill-6-1 (2)②では、新しい中
小企業金融への取組みの例の1つと して、「キャッシュフローを重視し、担保 -

保証 (特に第三者保証)に過度に依存しない融資への取組みJをあげている。
50 金融庁の URL(http://www.fsa.go.jp/news/27 Iginkou/20150730-l/01.pdf) 

参照。

(背li法"18)50-4. 118 (1948) 
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「民間金融機関における「経営者保証に関するガイドラインJの活用実

績J51 を公表 している 。 同資料には、 ①新規に 1!~i保証で融資した件数、 ②

経営者保証の代替的な融資手法を活用 した件数、 ③保証契約を解除した件

数といった数値が公表されており、 ①~①の合計件数は、平成27年度の

457.817件から平成28年度の517.838件(対前年度比13.1%増)へと、大l隔

に増加している。

経営者保証を進んで受け入れる経営者はいないと思われる。また、経営

者保証を付したことによって、金融機関から借入れに適用される利率が優

遇されることもない。経営者からすれば、経営者保証のない借入れや、経

営者保証の解除を望むのがほとんどであると思われる。l十1小会社の計算の

適正を図るとともに、その手段のーっと して、 会計参与制度の利用の促進

を図ることの意義は大きい。

また、ガイドラインの制定を受けて、東京都信用保証協会は、「経営者

保証ガイドライン対応保証」資格要件確認シートを作成、公表しており、

公認会計士または税理士は、このシートを基に報告書を作成することに

よって、保証業務を提供する。このように、ガイドラインの制定を契機と

して、株式会社が会計参与設置会社に移行しない場合であっても、会計の

専門家が中小会社の計算書類に対して保証業務を提供することによって計

算の適正に関与する機会が確実に地えている520

51 金融庁の URL(http://www.fsa.go.jp/news/29/ gi口kou/20170628-1I01.pdf)

参!!明。

52 松崎堅太f!YJI日本における1:1"小企業の財務諸表に対する保証の現状と諜
題一一 「経営者保証に関するガイト、ライン」を題材としてJillil1崎直治 『中小企
業の会計監査制度の探求ー特別l目的の財務諸表に対する保証業務J(同文舘、
2017年)44頁-49頁。

(飽法 18)50-'1. 119 (1949) 
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第三章 会計参与制度の導入の促進をめぐる課題

第一節 会計参与と取締役が意見を異にする場合の取扱い

1. 株主総会での会計参与の意見陳述

会計参与がその役割を十分に果たすうえで会社法上問題となる点がある。

本章では、それらを検討する。まず、会計参与が取締役と共同して作成す

る計算書類について、両者の意見が一致しない場合の取扱いに関する問題

を検討する。

会計参与設置会社の計算書類は、取締役と会計参与が共同 して作成する

必要があるから、単独で、は有効な計算書類を作成することはできず、両者の

意見が一致しない限り、計算書類を作成しえないとされる530そして、仮に、

会計参与の承認が得られない状態の計算書類を取締役が株主総会に提出して

承認を得たとしても、無効な文書を提出して承認したにすぎないから、決算

は確定しないとされる54。仮にこのような経過を経て剰余金配当が行われた

場合、確定しない決算による剰余金配当となるから、その影響は非常に大きい。

計算書類の作成に関して会計参与と取締役との意見が一致しない場合の

対応に関する会社法上の規定としては、会計参与の株主総会での意見陳述

権がある (377条1項)。この会計参与の意見陳述がどのような意味を持つ

のかが、まず問われる。

計算書類等の書類について、会計監査人が監査役と意見を異にする場合

も、会計監査人は株主総会に出席して意見を述べることができる (398条

l項)。この場合の意見陳述には、計算書類を株主総会で承認する際の判

断材料としての意義を有する550会計参与が取締役と意見を異にする場合

に、取締役が計算書類を監査役・会計監査人や株主総会等へ提出できない

53 江頭 ・前掲注2・609頁の注 (1)、江頭・前掲j主21・12頁。

54 江頭前掲注21. 12頁。

55 稲葉・前掲注6・440頁。

(古lii:l;18) 50-4. 120 (1950) 
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と解すれば56、そもそも株主総会に提出されない計算書類について会計参

与が意見を陳述することになり、株主にとっては意味不明の説明となって

株主総会は混乱する。また、両者の意見が一致しない限り株主総会に計算

書類を提出できないとすれば、計算書類を株主総会で承認することもでき

なくなるから、取締役は438条l項および2項に違反することとなり 、こ

れは取締役の会社に対する責任を生じさせる。

377条は、そのような事態に陥らないように、計算書類の作成の段階で、

極力両者の意見の一致を図ることを求める趣旨なのであろうか。このよう

に考えてくると、 377条の趣旨は、理解しがたいし、どのように377条が機

能するのか、その場面についても考えにくい。

2.問題解決の方法

計算書類の作成に関して会計参与と取締役との意見が一致しない場合の

対応方法については、辞任・解任によ っていずれかを交代させるか、会計

参与を置く旨の定款の定めを廃止するほかないと指摘されている570

日本公認会計士協会と日本税理士会連合会が平成18年 4月25日付けで共

同して取りまとめた「会計参与の行動指針'J(最終改正平成29年 3月24日)

では、「取締役が、計算関係書類〔会社法施行規則2条 3項11号が規定す

る計算関係書類を指す。引用者注〕の作成に必要な資料の追加提供を拒否

する場合、又は会計参与の訂正の要望に対して取締役が適切な訂正を行わ

ない場合、結果として共同して計算関係書類を作成することができず、会

計参与報告も作成できない。そのため、 会計参与の職務を遂行できないと

考えられる場合、 会計参与は辞任について検討すべきである。J58としてい

56 相i辛哲=石井裕介 「株主総会以外の機|刻」相浮・前掲注29・109頁、相洋市=

業玉匡美=郡谷大判ir論点解説 新・会社法J(商事法務、 2006iF)386頁。
57 江iij:l'前掲注2・610頁の注 (1 )。

58 ["会計参与の行動指針」 田2.(6)。向指針については、日本税理士会迎合会

の URL(http://www.nichizeiren.or.jp/wp-content/uploads/doc/cpta/busi 

n巴ss/accoun ts/koudoushishin 170324.pdf)から|地rz可能。
O)li法 18)50-4. 121 (1951) 
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る。会計の専門家として、安易に妥協することは許されないし、そのよう

な対応を会計参与がとった場合、結果的に、第四章第三節で検討するよう

に、会計参与は法的責任を追及される可能性がある。

以下では、会計参与と取締役のそれぞれの立場から、解決方法について

検討する。

3 会計参与の側の対応

会計参与と会社との関係は、委任に関する規定に従うので (330条)、会

計参与はいつでも辞任できる(民法651条l項)。協議を重ねても会計参与

と取締役との意見がどうしても一致しなければ、どちらかが辞任すること

が考えられる。ただし、中小会社は所有と経営が一致しており、主要株主

でもあるオーナー経営者が支配しているケースが多いから、取締役が辞任

することは考えられないため、会計参与が辞任する以外に方法がない。会

計参与を辞任した者は、辞任後最初に招集される株主総会に出席して、辞

任した旨とその理由を述べることができる (345条2項)。そして、取締役

は会計参与を辞任した者に、辞任後最初に招集される株主総会の招集通知

を発しなければならない (345条3項)。これは、会計参与の意見陳述の実

質化を図ること を目的とするものである。会計参与を辞任した者は、当該

株主総会で、辞任に至った理由を述べることをとおして、計算書類の作成

における会社に存在するであろう会計処理上の問題点を指摘することがで

きるから、これを契機として、会社の計算における問題を是正し、その適

正を向上させる効果が期待できる。

ただし、会計参与が辞任しでも会計参与設置会社であることに変わりは

ないので、会計参与設置会社にとどまることを取締役が選択するなら、 |臨

時株主総会を招集して、新たに会計参与を選任した上で、共同して計算書

類を作成する必要がある。そうしない限り、決算が確定しないからである。

上述のとおり、会計参与を辞任した者は、辞任後最初に招集される株主総

会での意見陳述維を有するものの、取締役が新たな会計参与の選任に必要

(飽法 '18)50-4， 122 (1952) 
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な普通決議を制するだけの議決権を保有していれば、会計参与を辞任した

者がどのような意見を陳述しようとも、選任決議は成立するであろう。し

かし、取締役と意見が一致しないことを理由として会計参与が辞任するこ

とを踏まえれば、新たな会計参与の候補者を探すことが困難であると考え

られることと、株主が取締役である者以外に存在する場合、会計参与を辞

任した者が株主総会で陳述する意見の内容によ っては、単独株主権である

株主による取締役の違法行為差止請求権 (360条 l項)を行使したり 、株

主代表訴訟を起こすといった事態に発展することも考えられる。いずれに

せよ、 会社内部にかなりの混乱が生じると予想される。

なお、会計参与が辞任して欠員が生じると、後任の会計参与が就任する

まで、辞任した会計参与が会計参与と しての権利義務を有する (346条 l

項)。常任した会計参与がこれを避けたい場合は、裁判所に仮会計参与の

選任を申し立てる必要がある (346条2項)。

4 取締役の側の対応

取締役の側の対応はどうか。上述のとおり、取締役が辞任することは考

えられないので、会計参与を解任することが考えられる。株主総会での解

任決議は、 普通決議である (339条 1項)から、 "1:1小会社で、は取締役が主

要株主である こともあって、決議は容易に成立する。ただし、 会計参与を

解任した場合も、会計参与が辞任した場合と同線に、当該会社が会計参与

設置会社であることに変わりはないから、有効な計算書類を株主総会に提

出するためには、後任の会計参与を定時株主総会の前に選任する必要があ

る。

そして、取締役と新たに選任された会計参与が共同して計算書類を作成

するためには、 |指H寺株主総会を招集して会言|参与の解任と新たな会計参与

の選任を行う必要が生じる。①従前の会計参与の解任、 ②新たな会計参与

の選任、 ③新たに選任された会計参与と取締役が共同して作成した計算書

類の承認の計3つの手続を定H

(開法 '18)50-4. 123 (1953) 
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ぜなら、 378条l項l号に基づき、会計参与は、計算書類と会計参与報告

を定時株主総会の日の 1週間(取締役会設置会社の場合は2週間)前の日

から会計参与が定めた場所に備置しなければならない、とされているから

である。

なお、会計参与を解任する場合も、会計参与は株主総会で意見を述べる

ことができるため (398条l項)、辞任の場合と同様に、当該会社の株主構

成の如何によっては、会社内部に混乱を生じる可能性がある。

このような混乱を避けるために取締役がとり得る方法として、会計参与

を置く旨の定款の定めを廃止する方法がある。会計参与を置く旨の定款の

定めを廃止すれば、会計参与の任期は、当該定款変更の効力が生じたl時に

満了する (334条2項)。この定款変更手続は、取締役が株主総会の特別決

議を制するだけの議決権を保有する主要株主である ような I:I~小会社で、あれ

ば、容易に行える590 したがって、会計参与と意見を異にする取締役は、

株主総会で、まず会計参与を置く旨の定款の定めを廃止する定款変更決議

を行い、その後、取締役が単独で作成した計算書類の承認を得るという手

続をとればよい。

なお、会音|参与を置く旨の定款の定めを廃止した場合は、 会計参与の辞

任 ・解任の場合と違って、株主総会における会計参与であった者の意見陳

述等の規定は準用されていない。これは、 345条の規定が会計参与の身分

保障を目的とするものであって、会計参与制度をいったん採用した場合に、

これを維持することまでを求める趣旨ではないと説明されているω。ただ

し、会計参与を置く 旨の定款の定めを廃止することは、 会社にとって計算

の適正の後退につながるところであり、主要株主である取締役以外の株主

から定款変更の趣旨・目的について質問がなされた場合、取締役は説明義

務を尽くす必要がある (314条)。そして、その合理的理由を説明すること

59 江頭 ・前掲注2・554頁の注 (2)。

60 相浮=石井-前掲注29・109頁。

(館法 '18)50-4， 124 (1954) 
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は、なかなか難しいと考えられる。取締役が合理的な理由を説明できなけ

れば、仮に定款変更の決議が成立したとしても、株主総会iゾと議取消し訴訟

に発展する可能性も生じる。

5 小括

このように見てくると、会社が会計参与を設置することによって計算の

適正を実現しようとした場合、取締役には、「一般に公正妥当と認められ

る企業会計の慣行Jに従って会計処理を行うことに関する卜分な理解が求

められるとともに、計t~:書類の作成について会計参与と意見を異にするに

至った場合、会計参与を解任するか、会計参与を置く旨の定款の定めを廃

止することによって問題の解決を図ることができるとしても、株主構成の

如何によっては、それを契機として、会社内部でさまざまな問題を発生さ

せる可能性が生じることを十分に理解しておく必要がある。そのような事

態に陥らないよう、両者が其撃に協議し、意見の一致を形成することが求

められるのであって、そこに向けられた緊張感が中小会社の計算の適正化

に向けた原動力となるのであろう 610

なお、「会計参与の行動指針jにも、会計参与への就任を承諾するに!際

して留意すべき点の 1つとして、「税務顧問や会計指導等の業務上の関係

を有する会主!からの要請により会計参与に就任しようとする者であっても、

就任を承諾するに先立つて、会計参与の職務 ・権限 ・責任及び取締役の役

割について会社が十分に理解しているかを確かめ、さらに必要であれば、追

加的に会社の状況等を把握し、就任可能であるか否かについて判断す

る。J62とされている。

会計参与の設置を検討する会社は、 計算の適正を取締役が恐意的に歪め

ることができないことを 卜分に認識しておく 必要がある。これは、会計参

61 務合誠一編 『会社法コンメンタール8J(商事法務、 2009{lo)369頁〔浜田道

代〕参照。

62 1会百十参与の行動指針」凹1.(l)①。 下線は引用者による。

(百日法 18) 50-4. 125 (1955) 
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与が計算の適正を実現することによって、 "I:r小会社のコーポレート・ガパ

ナンスの向上に大きく寄与することを意味する。

第二節 会計参与報告の取扱いと記載内容

1 .会計参与報告の取扱い

ここでは、 会計参与報告の取扱いをめぐる問題を検討する。

前述のとおり、会計参与は取締役と共同して計算書類を作成し、作成さ

れた計算書類を踏まえて会計参与報告を作成する義務を負っている (374

条1項)が、会計参与報告は、定時株主総会の招集の通知に際して株主に

提供されることはない630 これは、 会計参与報告が計算書類の作成過程等

を示す資料にすぎないからであると説明されている640会計参与報告は、

計算書類およびその附属明刻11蓄とともに会計参与が定めた場所に備え置か

れ (378条 l項)、会計参与が株主および債権者からの請求に基づいて、そ

れらの書類の開覧 ・JJ青写請求に応じる義務を負っているにすぎない書類で

ある (同条2項)。

このように会計参与報告は、作成された後は、会計参与の定めた場所に

備え置かれるだけの書類として扱われている。それでは、株主は、定時株

主総会で計算書類を承認する|祭に、計算書類が会計参与-と取締役とが共同

して作成したものであることをどのように確認すればよいのだろうか。

第一節での検討を踏まえれば、会計参与設置会社では、計算書類が株主

総会に提出されること自体をもって、会計参与と取締役が共同して言|ι1昔:

類を作成したこ とを当然の前提としているのであろう。そして、会計参与

63 株主総会の招集通知の添付資料を規定した437条、会社言十~:規則 133条 I 項は、

監査報告と会計欧査報告を提供資料としているものの、会計参与報告をあげて

いない。なお、会計限定段重E役が作成するlji主査報告については、添付資本|と さ

れている (436条1項参照)。これは、 会計参与と会計限定政査役との会社法上

の扱いの違いである。

64 相i畢=業玉=郡谷 ・前掲注17・387頁。

(育u法 18)50-4. 126 (1956) 
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は、株主総会において、株主から特定の事項について説明を求められた場

合に、説明をする義務を負っているから (314条)、 必要に応じて株主が会

計参与に説明を求めるか、株主が会計参与報告の閲覧請求をすればよいと

考えられているのであろう。しかし、 そのような対応で十分であるのかに

は疑問がある。また、取締役会設置会社の会音|参与については、計算書類

等の書類を承認する取締役会に出席する義務を負っており (376条1項)、

会計参与ぺこ当該取締役会の招集通知が発せられる(同条2項)が、当該計

算書類を承認する株主総会への会計参与の出席義務について規定した会社

法上の条文はなく 、会計参与に株主総会招集通知を発することを規定した

条文は345条3項以外に存在しない。これは、上述のとおり、会計参与が

株主総会における説明義務を負っているから、株主総会決議にJIIH庇を生じ

させないためには、取締役が株主総会への会計参与の出席を必ず求めるで

あろうという運用面での解決が図られていると考えるしかない。このよう

な扱いは、 内部監査機関である蛇査役についても同様である。これは、会

計監査人について、定時株主総会において会計段査人の出席を求める決議

があったときは、会計監査人は定時株主総会に出席して意見を述べる義務

を負っていること (398条2項)と対照的である。

このように見て くる と、株主にとって、計算書類が取締役と会計参与が

共同して作成したものであることを簡便かっ直接的に確認できる方法が検

討されるべきであると思われる。具体的な方法としては、 会計参与が、定

時株主総会に提出される計算書類について、取締役と共同して作成したこ

とを証明する書類を作成し、当該の書類を株主総会の招集に|祭して、株主

に提供する方法が考えられる。

2. 会計参与報告の記載内容

会計参与報告の記載内容について、 1:1"小会社のコーポレート ・ガバナン

スの観点から注目すべき点を検討する。

会計参与報告に記載すべき内容は、会社法施行規則102条各号に規定さ

(fi'd法 18)50-4. 127 (1957) 
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れている。5号は、計算関係者類の作成に用いた資料が著しく遅滞して作

成されていたとき、重要な事項について虚偽の記載がされていたときに、

その旨とその理由を記載すべきとしている。これらの情報は、中小会社の

会計処理体制のあり方とその適正化にかかわるものであり、中小会社の

コーポレート・ガパナンスに関する重要な'情報と位置づけられる。それら

の資料が著しく遅滞して作成されていれば、不正発生の温床となり、かっ、

不正発生の原因となる可能'自ニがあるとともに、虚偽の記載が訂正されたと

しても、虚偽の記載の対象事項について不正が発生している可能性が疑わ

れるものである。なお、著しく遅滞して作成されていることと、虚偽の記

載が重要な事項についてのものであるか否かは、会計参与の裁量で判断す

べきものであり、取締役はその判断に異議を I~:I し述べることはできないと

されている650 そして、重要な事項について虚偽の記載があった場合、会

計参与報告作成の時点では修正されているはずであるが、虚偽の記載が修

正されたとしても、それが重要な事項であれば、会計参与報告に記載すべ

きとされている“。

次に、 6号は、計算関係書類の作成に必要な資料が作成されていなかっ

たとき、または適切に保存されていなかったときに、その旨とその理由を

記載すべきとしている。これは、 432条l項が会計l帳簿の作成に「適時性」

と「正確性」とを要求している趣旨を踏まえた措置と説明されている670

計算関係書類の作成に必要な資料が作成 ・保存されていないという状態は、

やはり不正の原因となる。上述のとおり、計算書;類に会社経営の結果が結

実するとみれば、 6号に関する記載は、会社経営が健全に行われているの

かどうかについて検証する重要な材料となる。

上にみたように、会計参与報告は、中小会社の会計処理体制を検証する

65 相j事=葉玉=君11谷・前掲注17・384頁。

66 相浮=薬玉=郡谷 ・前掲注17・386頁。

67 相浮=業玉=郡谷-前掲注17・384頁。

(百tl法 18)50-4. 128 (1958) 
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上で重要な材料を提供している。1:1]小会社の経営内容に関心を持つ株主・

債権者は、会計参与報告を閲覧することによって一定の情報を得る ことが

できる。そして、この閲覧請求は、会計参与に対して直接行うところから、

取締役が関与しない状態で行使することができる68。株主は、必要に応じ

て、会計帳簿の閲覧請求権を行使することもできる (433条 1項)。これは

少数株主権であるものの、中小会社の株主で、あれば、 3%の議決権保有は

決して高いハードルではない。

このようにみてくると、会計参与報告は、中小会社のコーポレー ト・ガ

パナンス、中小会社の経営の適正化に|刻して、高い役割を果たすことが期

待できる。会計参与報告が、会計参与が定めた場所に備え置かれるだけの

資料であってよいのかが、あらためて問われるであろう。そのため、会計

参与報告についても、 l蕊査役報告、会計』if査人報告と同様に、株主総会の

招集の通知|に際して株主に提供することが検討されてもよいと考えられる。

ただし、このような対応を進めることは会計参与報告の会社法上の重要性

を高めるから、場合によっては、公認会計士と税理士の両団体の争いを再

燃させることになるのかもしれない。また、前述したように、計算書類が

会言|参与と取締役とが共同して作成したものであることを示す資料が株主

総会に提出されないことも含めて、ここで検討した会計参与報告の会社法

上の扱いを踏まえれば、会計参与には、会社法上、このようなある意味で、

中途半端で低い位置付けしか与えられていないという見方ができるととも

に、このような位置づけしか与えられていないからこそ、会計参与制度の

68 会昔|参与の音I't)i~::類の制lì世義務は、会主1:1\':(祁者が会社の営業所で計算書類の

閲覧請求をすることに気まずい11いを伴うところから、この点を改若し、計算

書頒の1m示の実効性を強化するものであると説明されている。江頭 ・前掲注
21・12頁参!!明。

また、石山崎j熔「会計参与ililJI度創設の治、義と利JIJJ浜田道代=岩j東和!I作編
『会社法の争 }~U (有斐|品l、20091，1二)127頁は、この1iliけE義務について、 会言|参与

の知らな い うちに、会社1ll1J が共同作成した剖 t1~ t告知等に成偽記載や改ざんを加

えることを防lじするためのfbiEであると指摘する。

(加担;'18) 50-4， 129 (1959) 
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創設が実現した、という見方ができるかもしれない。

第四章 会計参与制度の利用向上に向けた課題

第一節緒 己

中小会社が従うべき会計基準が策定され、中小会社の計算の適正が実現

されていれば、1:1ヨ小会社が金融機関から融資を受ける|祭に経営者保証を求

められないことは制度として整備された。民法においても、経営者保証に

一定の制限が課され、経営者保証に依存した融資を金融機関が行いにくい

法的環境が整った。また、中小会社の資金調達は、金融機関からの借入れ

に依存することが一般的であって、経営者が経営者保証を忌避することも

また当然である。そして、中小会社が経営者保証な しに資金調達を行うこ

とを希望する場合の条件も示された。このような状況を踏まえれば、会計

参与制度の導入を図ることに向けた外延は固まったと考えられる。

しかし、会計参与制度は、すでに述べたように、 指名委員会等設置会社

制度と同様に、ほとんど利用されていない。本章では、会計参与制度が利

用されない原因と、 制度の普及のための課題について検討する。これにつ

いても、制度の導入を検討する仁|川、会社の取締役の側と、就任を打診され

る会計ー参与の候補者の側とを分け、先に取締役の側から検討する。

第二節 取締役の側の障害要因

多くの中小会社の経営者にとっては、会計参与を設置しない現状のまま

で、会社経営上の差し迫った不都合は現時点ではとくに生じていないと考

えられる。そうであれば、会計参与制度を導入することについて、会社の

計算に関して改善を図るべき具体的かっ差し迫った問題が生じるか、制度

の導入について具体的な利点がないかぎり 、中小会社の経営者が会計参与

の導入に向けた検討を行うことは期待できないと考えられる690 そのよう

(首位法 18) 50-4. 130 (1960) 
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な例として、 ①取引の相手方から取引に応じる条件として、あるいは入札

の際の応札の条件として、会計参与設置会社であることを求められる場合、

②会計参与設置会社であることによ って取引条件が優遇される場合が考え

られる。①については、現在のわが国の経済社会で、そのような状況は見

られないと思われるから、 ②が問題となる。具体的には、 金融機関の借入

れに関する金利の優遇、信用保証協会の信用保証料の低減と、 経営者保証

の解除に関する点である。

金利の優遇に関して、日本税理士会連合会のウェブサイトには、会計参

与設置会社を対象と した融資商品を取り扱っている金融機関が紹介されて

おり 、その数は、平成23年8月18日時点で40である70。平成29年 3月末H寺

点の銀行、信用金庫、信用組合の数は、それぞれ116銀行、 264金庫、 151

組合である710 この40という数字は、 金融機関の側からみても、会計参与

設置会社に対して、それほど高い評価lIが行われていないという現状を明徳

に示すものである。

次に、会計参与の報酬を見ると、日本税主Il士会迎合会が平成20年に実施

した調査によれば、月額 5万円以下が39.7%、5万円超10万円以下が

24.1 % (計63.8%)であり 72、年間100万円を超えない場合が大半である。

69 稲葉 -前掲注6・439頁は、会言|参与の設置のコス トが比較的低Wtで、あっても、
それに見合うメ リットがなければ、会社はその導入になl床を感じないと指摘す

る。

70 日本税理士会迎合会の URL(http://www.nichizeir巴n.or.jp/taxaccount/sme_

support/ accoun ts/)にて確認可能。

71 それぞれ、全国銀行協会 (https:!/www.zenginkyo.or.jp/)、全国信用金庫協

会 (http://www.shinkin.org/)、全国信用組合jJli合会 (http://www.zenshinku-

miren.jp/#)の各ウェブサイ トにて維認できる。

72 日本税理士会連合会「会言|参与に|刻するアンケート結来J(http://www.ni 
chizeiren.or.jp八人Ip-con ten tI u ploads/ doc/ c p ta/b usi n巴ss/accounts/kail王elsanyo_

q uestion nai re090415.pdf)参照。

なお、このアンケー トは平成22年にも実施されていることが同連合会ウェブ

サイ ト上で雌訟できるが、結果は非公開である。

UlHil， .18) 50-4. 131 (1961) 
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会計監査人の報酬と比較すると、格段に低い730 金融機関からの金利の優

遇によって会計参与の報酬をカバーしようとすると、金利の優遇 111日を

0.1%と仮定すると、年間100万円の金利の優遇を受けるためには、 10億円

の借入れがある会社でなければならない。金融機関からの金利の優遇によ

る会計参与の報酬のカバーという経済合理性の観点からは、相応の規模の

中小会社でなければ、そもそも会計参与の設置を検討するには至らないと

考えられる740

金融機関の経営者保証の解除についてはどうか。私見は、会計参与制度

導入の鍵を握るのは、当面、会計参与の設置によって経営者保証の解除が

いっそう広がることであると考える。第二章第三節で検討したように、経

営者保証の解除にとっての有効な手段は、会計参与の設置である。中小会

社の経営者にこの点の認識が広がれば、年間100万円程度の会計参与報酬

の支払を厭わず、会計参与の設置に弾みがつくと考える。経営者保証が解

除されれば、経営者は、破産の恐怖におびえることなく会社経営に専念で

きる。この効果は大きい。

第三節 会計参与の側の障害要因

会計参与制度の導入の障害となる会計参与(候補者を含む)の1H1Jの問題

として、会計参与の法的責任がある。会計参与は、会社に対する損害賠償'

責任 (423条)と第三者に対する損害賠償責任 (429条)を負う。これら 2

つの法的責任の脅威が、会計参与への就任を打診された者にとっての大き

73 2017年10月28日付け日本経済新聞朝刊3商によれば、 2015年度の日本のと場

会社の蛇査報酬は l主i平均で6152万円とされている。なお、政査報酬の額は、

欧米諸国の水準と比較すると、大111市に低いことが同時に報じられている。

74 日本税理士会連合会・前掲注72のアンケート調査によれば、会計参与就任企

業の資本金については、 1000万円以上3000万円未満が55.4%、同じく売上金額

について、 l億円以上5依円未満が38.7%、5億円以上10億円未満が21.0%

(計59.7%)である。借入額が10億円を越える会社は、資本金、売上金額ともに、

上に示した会社よりもさらに規模の大きい会社であると考えられる。

(館法 18)50-4. 132 (1962) 
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な障害要因となる。

会計参与の会社に対する責任については、株主代表訴訟の対象にもなる

(847条)。これまでのと ころ、 会計参与の会社に対する責任が追及された

裁判例はないものの、i!JIJ度の導入が進めば、いずれそのような事例が起こ

る可能性は否定できない。そして、会計参与は計封書類の作成に直接携わ

るため、責任が追及されやすいとの指摘がある75。作成済みの計算書類等

を監査する会計肢査人 (396条1項)や、 これを調査する監査役 (384条)

と違って、会言，.参与は計算書類の作成に直接携わるところからすれば、会

計監査人や監査役よりも不正発見の可能性は高いと考えられる。また、責

任を追及された場合の会計参与のiHlJからの無過失の主張 ・立r，iEは難しいと

考えられ、 責任が認められやすくなるかも しれない。

なお、会計参与の会社に対する責任は、就任の際に責任限定契約を締結

することによ って、 一定の範囲で軽減を図る ことが可能である (427条)。

前述の「会計参与の行動指針Jにおいても、会計参与に就任しようとする

者は就任を承諾するに際して、 「定款に責任限定の定めがあるか否か及び

その内容を雌かめる。」ことをあげている760 なお、 426条に基づく責任の

軽減は、取締役2人以上の12t査役設置会社 ・監査等委員会設置会社 ・指名

委員会等設置会社が対象になることと、会計参与が中小会社に設置される

ところからすれば、むしろ427条に恭づく責任軽減が機能する場合が多い

と考えられる。ただし、会計参与の報酬は前述のとおり 比較的低額である

から、そのような報酬の下で、損害賠償責任を負ってまで会計参与に就任

する ことが、候補者にとって合理的な選択であるかどうかは、疑問である。

次に、会言1・参与の第三者に対する損害賠償責任についてはどうか。この

責任は、会言|参与が職務を行うについて悪意 ・重過失がある ことが要件で

75 大久保拓也「会言|参与制度の現状と諜題一一会計参与制度に関する実態調査

を踏まえてJ日本法学75巻3号 (2010:11::)110真。

76 I会計参与の行動指針JIII 1. (1)①。

(古tiit、18)50-'1. 133 (1963) 
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あるものの、中小会社が倒産した際に、 429条が会社債権者によってl幅広

く利用されてきたことは周知の事実である。 したがって、会計参与設置会

社が倒産して第三者が損害を被った場合、当該第三者・が取締役と並んで、会

計参与に対して損害賠{自責任を追及する可能性は高いと考えられる。会計

参与は、会計の専門家として、一定の個人資産を形成しているであろうか

ら、なおさら責任追及の対象となるとも考えられる。また、 この責任は連

帯責任である (430条)から、責任が重いことに加えて、就任に際して、

責任を事前に回避 ・軽減する手段がないことにも注意を要する。

このように、会計参与への就任を検討する者の側から見れば、報酬と法

的責任の重さの不均衡が、 制度導入の大きな障害要因であると考えられ

る77。ただし、1111J度j也旨としては、会計の専門家が法的責任を問われうる

立場で関与するからこそ、計算の適正がいっそう雌保される とみることも

できる780 報酬の大幅な増額を図ることは、制度の導入が進んでいない中

では難しい。それでは、会計参与について、会社に対する責任、第三者に

対する責任をともにさらに:怪滅する法的措置を講じることを考えるべきか。

立法政策上の問題となるが、会計参与の法的責任が現実に問われていない

現状を踏まえれば、現時点で、株式会社の機関の中から会計参与だけを切

り出して、責任制限措置を講じることには批判があろう 790 当面は、会計

77 大久保 ・前掲注75・118頁。

78 浜田・前掲注14・80頁。

79 大久保 ・前掲注75'118頁-119頁では、会言|参与の第三者に対する法的責任

について、 ①不法行為武任の制限、 ②II，IJ度趣旨を踏まえた対第三者支任の限定
を提唱する。①は国際海上物品迩送法20条の2を例として、特別の法規定を設
けることによる会計参与の不法行為責任のtlilJl浪を提H局するもので、 ①は、宅配
使の荷受人が運送人に対してti.任限度額を超えて損害H音償責任を追及した事案

にかかる最判平成10年4月30日判l時1646号162頁を例として、制度趣旨を考慮し

て第三者に対する損答賠償責任を限定する こ とを t~lI~するものである 。

また、平成28年10月に国会に拠出された商法改正法案 (述送 ・海防関係)で

は、運送人の抗if送人 ・荷受人に対する契約責任を軽減する断法の規定を不法行

為による損害賠償立任に準用することとされており(改正後附法587粂)、改ノ

(龍法 18)50-4. 134 (1964) 
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参与制度の導入を進め、 制度のさらなる定着を図ったうえで、責任軽減の

必要性の有無とその範囲について検討すべきである。

おわりに

本稿では、会計参与制度が中小会社の計算の適正に資することにとどま

らず、中小会社のコーポレー ト・ ガパナンスに果たす役割が大きいことを

検討したうえで、現行法上、会計参与がその役割を卜分に果たす上で障害

になると考えら れる}~とその改善策について考察 した。

平成16年の民法改正による民法465条の2以下の個人校保証契約に関す

る規定の制定、多様な中小会社の実態を踏まえた会言十基準の整備とf確立、

「経営者保証ガイ ドラ インjの制定とそこで示された中小会社が経営者保

証を提供することな しに資金調達を希望する場合の基準の明雌化と いった

近年の中小会社をめぐる環境の変化によって、 中小会社が会計参与を設置

する ことの意義が明らかになり、その重要性が認識されるに至ったと考え

られる。金融機関の側にも、担保と保証に過度に依存 しない融資の推進が

求められているところであり、会計参与設置会社に対する金利の優遇措置

がさらに広がれば、金融機関の側から融資先の中小会社に会計参与の設世

を勧奨する動機付けと もなる800

なお、会計参与に就任する者にとっての法的責任の重さと報酬の少なさ

¥正後は、運送人の不法行為責任が制限される。

ただし、医r.J1iについては、多数の医療過誤訴訟が提起され、これを一つの契

機として、特定の診療科においては深刻な医附不足が起こっているようだが、

医師の責任制限を提唱する見解が多数説を形成しているという現状は見られな

い。 会計参与について責任 íliIJI[~ を図る場合、その正当性と l明石官 な恨拠が求めら

れるであろう。

80) 石111. 前掲注68 ・ 127頁は 、 金融機関が会百| 参与設'ÌÙ~会社に対して優巡tM.'i丘

を講じる理由として、音l.n;I:矧に対する信頼性向上のほか、会計参与に対して
中小企業融資における保~íE人 1'10役割を担わせたいという思惑を指摘している 。

(飽法 18)50-4. 135 (1965) 
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が、就任をためらわせる大きな原因であることは間違いない。しかし、そ

れ以上に、まずは中小会社の経営者に対する会計参与の設置を検討するこ

とへの具体的な動機付けが、 制度の普及に向けては肝要で、あると考えられ

る 。 会社法は、株式会社に貸借対照表等の公告と公 1~f.J を求めている (440

条、 442条)ものの、中小会社で、は、貸借対照表の公告は、会社法の不遵

守の代表例のーっとなっている。平成2年商法改正H寺には計算書類の登記

所における公開も採択されなかったが、計算の適正を図ることが、株式会

社の株主が有限責任のメリットを享受するうえでは必要で、ある81。

中小会社の経営者の意識改革が進まないなら、公共工事や官公庁の入札

において、中小会全1:の場合には、非会計監査人設置会社の場合、会計参与

設世会社であることを求める ililJ度を創設することが考えられる。中小企業

の所得計算の適切性の観点から、 3J関連続して赤字の企業には、商工会議

所や商工会の経営指導を受けることや会計参与の設世を求めることも提唱

されているB20

中小会社の経営者は、会計参与を設置することのコストとメリットを比

較検討のうえ、顧問税理士とも協議を重ねて、会計参与の設置に向けた検

討を進めることが期待される。

最後に、民法の債権関係の規定を改正するための法律である「民法の一

部を改正する法律J(平成29年法律第44号)が平成29年5月26日に成立し、

本稿第二章第三節で検討した個人根保証契約についても改正されるととも

に、民法465条の6以下に「事業に係る債務についての保証契約の特則」

に関する規定が第三目として新設されたが、本稿では、この改正法につい

ては検討の対象としなかった。今回の民法改正と会計参与制度との関係に

ついては、別稿に譲りたい。

81 弥永真一生「会音111i主主E・内部統(削除査」江頭怒治自11編 『株式会社法大系J(有斐
|刻、 2013年)398真。

82 平成27年9月26日付け日本経済新IJ日朝刊17聞のコラム 「大機小機」 参!!現。

(飽法'18)50-4. 136 (1966) 


